
原子力発第２０２０３号 

令和２年 ９月１８日  
愛 媛 県 知 事 
中  村  時  広  殿  

四 国 電 力 株 式 会 社 
取締役社長 社長執行役員 

長 井 啓 介   
伊方発電所２号機の廃止措置に関する事前協議内容の補正について   

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。弊社事業につきましては、平

素から格別なご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、弊社は、平成３０年１０月１０日に、原子力規制委員会へ伊方発電所２号

炉の廃止措置計画認可申請書を提出し、この内容について、「伊方原子力発電所周辺

の安全確保及び環境保全に関する協定書」第９条に基づく事前協議の申し入れを行

いました。 
 その後、令和元年１１月２７日、令和２年５月１８日及び８月３１日、原子力規

制委員会へ伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請の補正書を提出し、事前協議

の内容についても補正いたしました。 
当補正内容に関し、使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許可を

踏まえ、本日、原子力規制委員会へ伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請の補

正書を提出いたします。 
 つきましては、平成３０年１０月１０日に申し入れを行いました伊方発電所２号

機の廃止措置に関する事前協議の内容について、別紙のとおり補正を行いたく、何

卒よろしくお願い申し上げます。 
   

敬具  
 別紙 前回補正（令和２年８月３１日）からの主な変更  



前回補正（令和２年８月３１日）からの主な変更

　〇 使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許可の
     反映

　　 ・原子炉設置変更許可を申請中の施設から許可を受けた施設
       に変更

　　 ・原子炉設置変更許可年月日と許可番号の反映

別紙



 

原子力発第２０２０１号 

                                       令和２年  ９月１８日 

 

 原子力規制委員会 殿 

 

 

住 所       高松市丸の内２番５号   

                            申 請 者 名       四国電力株式会社    

                        代表者氏名   取締役社長 社長執行役員 

長 井 啓 介 

 

 

伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請書の補正について 

 

 

平成３０年１０月１０日付け，原子力発第１８１６３号をもって申請（令

和元年１１月２７日付け，原子力発第１９２９０号，令和２年５月１８日付

け，原子力発第２００４５号及び令和２年８月３１日付け，原子力発第２０

１７９号で一部補正）しました伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請書

を下記のとおり一部補正いたします。 

 

 

記 

 

伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請書を別添のとおり補正する。 

 

 

 

  



 

別添 

 

 

伊方発電所２号炉の廃止措置計画認可申請書 

（平成３０年１０月１０日 原子力発第１８１６３号をもって申請，令和元

年１１月２７日 原子力発第１９２９０号，令和２年５月１８日 原子力発第

２００４５号及び令和２年８月３１日 原子力発第２０１７９号で一部補正）

の補正前後比較表 

 

 



伊方発電所２号炉 廃止措置計画認可申請書 補正前後比較表 

注）下線は，補正事項に含まない。  
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頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

2 四 

1. 

廃止措置対

象施設の範

囲及びその

敷地 

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

(1) 廃止措置対象施設 

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を

受けた２号炉の発電用原子炉及びその附属施設並びに平成30年５月25日付

け原子力発第18065号をもって伊方発電所の発電用原子炉設置変更許可の

申請をした使用済燃料乾式貯蔵施設のうち，使用済燃料乾式貯蔵容器（１

号及び２号炉用）（以下「使用済燃料乾式貯蔵容器」という。）及び使用済

燃料乾式貯蔵建屋である。 

なお，１号炉のみとの共用施設については，２号炉の発電用原子炉施設

としての施設管理を実施する。３号炉との共用施設については，３号炉の

発電用原子炉施設としての施設管理を実施する。また，３号炉との共用施

設は，２号炉の廃止措置終了後も３号炉の発電用原子炉施設として引き続

き供用する。 

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第4.1表に，廃止措置対

象施設を第4.2表に示す。 

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

(1) 廃止措置対象施設 

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を

受けた２号炉の発電用原子炉及びその附属施設である。 

 

 

 

 

なお，１号炉のみとの共用施設については，２号炉の発電用原子炉施設

としての施設管理を実施する。３号炉との共用施設については，３号炉の

発電用原子炉施設としての施設管理を実施する。また，３号炉との共用施

設は，２号炉の廃止措置終了後も３号炉の発電用原子炉施設として引き続

き供用する。 

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第4.1表に，廃止措置対

象施設を第4.2表に示す。 

 

 

 

・使用済燃料乾式貯蔵施設 

の設置に係る原子炉設置 

変更許可の反映 

 

 

 

 

 

 



伊方発電所２号炉 廃止措置計画認可申請書 補正前後比較表 

注）下線は，補正事項に含まない。  
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頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

9 四 

第 4.1 表 

原子炉設置

許可及び原

子炉設置変

更許可の経

緯 

第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（５／５） 
 

許可年月日 許可番号 備 考 

平成29年10月 4日 原規規発 

第1710043号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う特定重大事故等対処施設の設置 

非常用ガスタービン発電機の設置 

平成30年 6月27日 原規規発 

第1806272号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う所内常設直流電源設備（３系統

目）の設置 

平成30年12月12日 原規規発 

第1812123号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う地震時の

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持

に係る設計方針の追加 

平成31年 1月16日 原規規発 

第1901165号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う「柏崎刈

羽原子力発電所６号炉及び７号炉

の新規制基準適合性審査を通じて

得られた技術的知見の反映」及び

「内部溢水による管理区域外への

漏えいの防止」に係る事項の追加 

令和 2年 1月29日 原規規発 

第2001295号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う有毒ガス

の発生に対する防護方針の追加 

 

 

 

 

 

 

 

第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（５／５） 
 

許可年月日 許可番号 備 考 

平成29年10月 4日 原規規発 

第1710043号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う特定重大事故等対処施設の設置 

非常用ガスタービン発電機の設置 

平成30年 6月27日 原規規発 

第1806272号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う所内常設直流電源設備（３系統

目）の設置 

平成30年12月12日 原規規発 

第1812123号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う地震時の

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持

に係る設計方針の追加 

平成31年 1月16日 原規規発 

第1901165号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う「柏崎刈

羽原子力発電所６号炉及び７号炉

の新規制基準適合性審査を通じて

得られた技術的知見の反映」及び

「内部溢水による管理区域外への

漏えいの防止」に係る事項の追加 

令和 2年 1月29日 原規規発 

第2001295号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う有毒ガス

の発生に対する防護方針の追加  

令和 2年 9月16日 原規規発 

第2009168号 

３号原子炉施設の変更 

使用済燃料乾式貯蔵施設の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・許可の経緯追加 

 



伊方発電所２号炉 廃止措置計画認可申請書 補正前後比較表 

注）下線は，補正事項に含まない。  
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頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

26 八 

2. 

核燃料物質

の管理 

 

2. 核燃料物質の管理 

２号炉の使用済燃料は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家

内若しくは３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備又は使用済燃料

乾式貯蔵施設で貯蔵する。 

２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使用

済燃料は，原子炉領域周辺設備解体撤去期間の開始までに，使用済燃

料輸送容器に収納し，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備又は

使用済燃料乾式貯蔵容器に収納し，使用済燃料乾式貯蔵施設に搬出し，

貯蔵する。 

 

また，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備にて貯蔵する使用

済燃料は，必要に応じて使用済燃料乾式貯蔵容器に収納し，使用済燃

料乾式貯蔵施設へ搬出し，貯蔵する。 

３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾式貯蔵

施設に貯蔵する使用済燃料は３号炉にて管理する。 

使用済燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うと

ともに，安全確保のために必要な臨界防止機能，燃料落下防止機能，

除染機能，水位及び漏えいの監視機能，浄化・冷却機能及び給水機能

（ほう素濃度を除く。）を有する設備を維持管理する。 

２号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料

は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に

貯蔵する。また，２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯

蔵している新燃料は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家内の

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。 

新燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うととも

に，安全確保のために必要な臨界防止機能及び燃料落下防止機能を有

する設備を維持管理する。なお，新燃料は低濃縮ウラン燃料であり放

射能レベルは低いため，崩壊熱除去及び遮蔽については特別な措置を

要しない。 

使用済燃料及び新燃料の取扱い，貯蔵及び運搬については，保安の

ために必要な措置を保安規定に定めて実施する。 

２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備からすべての使用済

燃料を搬出し終えた後は，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備

及び使用済燃料乾式貯蔵施設は廃止措置対象施設としては取り扱わ

ず，２号炉のすべての使用済燃料は廃止措置対象施設から搬出された

ものとする。  
 

2. 核燃料物質の管理 

２号炉の使用済燃料は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家

内若しくは３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備又は使用済燃料

乾式貯蔵施設で貯蔵する。 

２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使用

済燃料は，原子炉領域周辺設備解体撤去期間の開始までに，使用済燃

料輸送容器に収納し，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備又は

使用済燃料乾式貯蔵容器（１号及び２号炉用）（以下「使用済燃料乾式

貯蔵容器」という。）に収納し，使用済燃料乾式貯蔵施設に搬出し，貯

蔵する。 

また，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備にて貯蔵する使用

済燃料は，使用済燃料乾式貯蔵容器に収納し，使用済燃料乾式貯蔵施

設へ搬出し，貯蔵する。 

３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾式貯蔵

施設に貯蔵する使用済燃料は３号炉にて管理する。 

使用済燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うと

ともに，安全確保のために必要な臨界防止機能，燃料落下防止機能，

除染機能，水位及び漏えいの監視機能，浄化・冷却機能及び給水機能

（ほう素濃度を除く。）を有する設備を維持管理する。 

２号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料

は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に

貯蔵する。また，２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯

蔵している新燃料は，譲渡しまでの期間，２号炉原子炉補助建家内の

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。 

新燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うととも

に，安全確保のために必要な臨界防止機能及び燃料落下防止機能を有

する設備を維持管理する。なお，新燃料は低濃縮ウラン燃料であり放

射能レベルは低いため，崩壊熱除去及び遮蔽については特別な措置を

要しない。 

使用済燃料及び新燃料の取扱い，貯蔵及び運搬については，保安の

ために必要な措置を保安規定に定めて実施する。 

２号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備からすべての使用済

燃料を搬出し終えた後は，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備

及び使用済燃料乾式貯蔵施設は廃止措置対象施設としては取り扱わ

ず，２号炉のすべての使用済燃料は廃止措置対象施設から搬出された

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・使用済燃料乾式貯蔵施設 

の設置に係る原子炉設置 

変更許可の反映 

 

 


